
国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学役員報酬規程 

 

平成１６年４月１日 

規程第  ４４  号 

 

（目的） 

第１条 この規程は、国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第３５条の

２及び独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第５０条の２の規定

に基づき、国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学の学長、理事及び監事

（以下「役員」という。）の報酬について定めることを目的とする。 

 

（役員の報酬） 

第２条 常勤役員の報酬は、基本給、地域手当、広域異動手当、通勤手当、単身

赴任手当、期末手当及び勤勉手当とする。 

２ 非常勤役員の報酬は、非常勤役員手当とする。 

 

（報酬の支給日） 

第３条 役員の報酬（期末手当及び勤勉手当を除く。）は、毎月１７日に支給す

る。ただし、その日が日曜日に当たるときは１５日、土曜日に当たるときは１

６日、休日である月曜日に当たるときは１８日に支払う。 

２ 期末手当及び勤勉手当は、６月３０日及び１２月１０日に支給する。ただし、

６月３０日及び１２月１０日が日曜日に当たるときはそれぞれ６月２８日及

び１２月８日に、土曜日に当たるときはそれぞれ６月２９日及び１２月９日

に支給する。 

 

（報酬の支払方法） 

第４条 役員の報酬は、その全額を現金で直接役員に支払うものとする。ただし、

法令に基づき役員の報酬から控除すべき金額がある場合には、その役員に支

払うべき報酬の金額から、その金額を控除して支払うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、役員から申し出があった場合は、報酬を当該役員

の預貯金口座に振り込むことができる。 

 

（基本給） 

第５条 常勤役員の基本給は、月額とし、役員基本給表（別表）の号俸の額とす

る。 

２ 常勤役員の号俸は、次の各号に掲げる役員の区分に応じて、当該各号に掲げ

る号俸を適用する。 

（１）学長  ８号俸 

（２）理事及び監事  １号俸から７号俸までの範囲内で学長が定める号俸 

３ 学長が再任された場合、前項第１号に定める学長の号俸を９号俸とする。 



 

（地域手当） 

第６条 地域手当は、国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学職員給与規程

（平成１６年規程第５６号。以下「給与規程」という。）第１６条に定める常

勤職員の例に準じて支給する。 

 

（広域異動手当） 

第６条の２ 広域異動手当は、給与規程第１６条の２に定める常勤職員の例に

準じて支給する。 

 

（通勤手当） 

第７条 通勤手当は、給与規程第１８条に定める常勤職員の例に準じて支給す

る。 

 

（単身赴任手当） 

第８条 単身赴任手当は、給与規程第１９条に定める常勤職員の例に準じて支

給する。 

 

（期末手当） 

第９条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下「基準日」という。）にそ

れぞれ在職する常勤役員に対して支給する。これらの基準日前１箇月以内に

退職し、又は死亡した常勤役員についても、同様とする。 

２ 前項に規定するもののほか、期末手当の支給に関し必要な事項は、別に定 

める。 

 

（勤勉手当） 

第１０条 勤勉手当は、基準日にそれぞれ在職する常勤役員に対して、基準日以

前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて支給する。これらの

基準日前１箇月以内に退職し、又は死亡した常勤役員についても、同様とする。 

２ 前項に規定するもののほか、勤勉手当の支給に関し必要な事項は、別に定め

る。 

 

（月の中途で就任又は退職した場合の報酬） 

第１１条 月の中途で就任又は退職した役員に支給する当該月の基本給、地域

手当及び広域異動手当は、日割り計算に基づき支給する。 

２ 前項の日割り計算は、当該月の総日数から、国立大学法人奈良先端科学技術

大学院大学職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する規程（平成１６年規程第

５７号）第４条に規定する休日の日数を差し引いた日数を基礎として行う。た

だし、月の中途で死亡した者に対しては、当該月の基本給、地域手当及び広域

異動手当の月額の全額を支給する。 



 

（端数の処理） 

第１２条 この規程により計算した報酬の確定金額に１円未満の端数を生じた

ときは、これを切り捨てるものとする。 

 

（非常勤役員手当） 

第１３条 非常勤役員手当の月額は、次のとおりとする。 

（１）理事  ２５０，０００円 

（２）監事  ２５０，０００円 

 

（実施に必要な事項） 

第１４条 この規程の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、平成１６年４月１日から施行する。 

（平成２２年１２月に支給する期末手当に関する特例措置） 

２ 平成２２年１２月に支給する期末手当の額は、第９条の規定にかかわらず、

これらの規定により算定される期末手当の額から次に掲げる額の合計額に相

当する額を減じた額とする。 

（１）平成２２年４月１日において常勤役員が受けるべき基本給、地域手当及び

単身赴任手当（国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学職員給与規程（平

成１６年規程第５６号）第１９条第２項に規定する本学の定める額を除く。）

の月額の合計額に１００分の０．２８を乗じて得た額に、同月から施行日の

属する月の前月までの月数を乗じて得た額 

（２）平成２２年６月１日において常勤役員に同月に支給された期末手当及び

勤勉手当の合計額に１００分の０．２８を乗じて得た額 

（平成２４年４月１日から平成２６年３月３１日までの間における役員の報酬

の支給に係る特例） 

３ 平成２４年４月１日から平成２６年３月３１日までの間においては、役員

に支給される報酬のうち、次に掲げる報酬の支給に当たっては、次の各号に

掲げる報酬の額から、それぞれ当該各号に定める額に相当する額を減ずる。 

（１）基本給月額  常勤役員の基本給月額に１００分の９．７７を乗じて得た

額 

（２）地域手当  常勤役員の基本給月額に対する地域手当の月額に１００分

の９．７７を乗じて得た額  

（３）期末手当  常勤役員が受けるべき期末手当の額に、１００分の９．７７

を乗じて得た額 

（４）勤勉手当  常勤役員が受けるべき勤勉手当の額に、１００分の９．７７



を乗じて得た額 

（５）非常勤役員手当  非常勤役員の非常勤役員手当の月額に１００分の９．

７７を乗じて得た額 

附 則 

この規程は、平成１７年１月１８日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１７年１２月１日から施行する。 

附 則 

１ この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

２ 施行日の前日において、受けていた基本給は、国立大学法人奈良先端科学技

術大学院大学職員給与規程の一部を改正する規程（平成１８年４月１日施行）

附則第５項の規定に準じて改定する。 

３ 施行日の前日から引き続き同一の基本給を受ける役員で、その者の受ける

基本給月額が同日において受けていた基本給月額に達しないこととなる役員

には、基本給月額のほか、その差額に相当する額を基本給として支給する。 

４ 前項の規定は、第１２条に規定する役員にも適用する。 

５ 前項及び前々項の規定は、任期満了した役員が引き続いて任命された場合

にも適用する。 

附 則 

この規程は、平成２１年６月２５日から施行し、この規程による改正後の国立

大学法人奈良先端科学技術大学院大学役員報酬規程の規定は、平成２１年６月

１日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成２１年１２月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２２年１２月１日から施行する。 

  附 則 

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

  附 則 

この規程は、平成２５年７月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

（基本給の切替に伴う経過措置） 

２ 施行日の前日から引き続き同一の基本給の適用を受ける役員で、その者の

受ける基本給月額が同日において受けていた基本給月額に達しないこととな

る役員には、平成３０年３月３１日までの間、基本給月額のほか、その差額に

相当する額を基本給として支給する。 

３ 前項の規定は、第１３条に規定する役員にも適用する。 

４ 前２項の規定は、任期満了した役員が引き続いて任命された場合にも適用



する。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、平成２８年３月１日から施行し、この規程による改正後の国立

大学法人奈良先端科学技術大学院大学役員報酬規程（以下「改正後の役員報酬

規程」という。）の規定は、平成２７年４月１日から適用する。 

（報酬の内払） 

２ 改正後の役員報酬規程の規定を適用する場合においては、改正前の国立大

学法人奈良先端科学技術大学院大学役員報酬規程の規定に基づいて支給され

た報酬（平成２７年４月１日に一部改正された国立大学法人奈良先端科学技

術大学院大学役員報酬規程（以下「平成２７年４月改正規程」という。）附則

第２項の規定に基づいて支給された基本給を含む。）は、改正後の役員報酬規

程の規定による報酬（平成２７年４月改正規程附則第２項の規定による基本

給を含む。）の内払とみなす。 

   附 則 

 この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和６年１月１日から施行し、この規程による改正後の国立大

学法人奈良先端科学技術大学院大学役員報酬規程（以下「改正後の役員報酬規

程」という。）の規定は、令和５年４月１日から適用する。 

（報酬の内払） 

２ 改正後の役員報酬規程の規定を適用する場合においては、改正前の国立大

学法人奈良先端科学技術大学院大学役員報酬規程の規定に基づいて支給され

た報酬は、改正後の役員報酬規程の規定による報酬の内払とみなす。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

（号俸の切替え） 

２ 施行日の前日から引き続き同一の常勤役員である者（同一の常勤役員とし

て再任される者を含む。）について、施行日の前日においてその者が受けてい

たこの規程による改正前の国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学役員報

酬規程第５条第１項に定める役員基本給表の号俸（以下この項において「旧号

俸」という。）が次の表の旧号俸欄に掲げる号俸であった場合の施行日におけ

る号俸（以下この項において「新号俸」という。）は、旧号俸に対応する同表

の新号俸欄に定める号俸とする。 

旧号俸 新号俸 

１ ３ 

２ ４ 

３ ５ 



４ ６ 

５ ７ 

６ ８ 

附 則 

 この規程は、令和６年１０月１日から施行する。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和７年１月１日から施行し、この規程による改正後の国立大

学法人奈良先端科学技術大学院大学役員報酬規程（以下「改正後の役員報酬規

程」という。）の規定は、令和６年４月１日から適用する。 

（報酬の内払） 

２ 改正後の役員報酬規程の規定を適用する場合においては、改正前の国立大

学法人奈良先端科学技術大学院大学役員報酬規程の規定に基づいて支給され

た報酬は、改正後の役員報酬規程の規定による報酬の内払とみなす。 

   附 則 

 この規程は、令和７年３月２５日から施行する。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和７年６月２４日から施行し、この規程による改正後の国

立大学法人奈良先端科学技術大学院大学役員報酬規程（以下「改正後の役員

報酬規程」という。）の規定は、令和７年４月１日から適用する。 

（報酬の内払） 

２ 改正後の役員報酬規程の規定を適用する場合においては、改正前の国立大

学法人奈良先端科学技術大学院大学役員報酬規程の規定に基づいて支給され

た報酬は、改正後の役員報酬規程の規定による報酬の内払とみなす。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和８年２月１７日から施行し、この規程による改正後の国

立大学法人奈良先端科学技術大学院大学役員報酬規程（以下「改正後の役員

報酬規程」という。）の規定は、令和７年４月１日から適用する。 

（報酬の内払） 

２ 改正後の役員報酬規程の規定を適用する場合においては、改正前の国立大

学法人奈良先端科学技術大学院大学役員報酬規程の規定に基づいて支給され

た報酬は、改正後の役員報酬規程の規定による報酬の内払とみなす。  



別表（第５条関係）

号俸 基本給月額 

１ ５３９，０００円

２ ５９５，０００円

３ ６６０，０００円

４ ７３６，０００円

５ ７９４，０００円

６ ８５２，０００円

７ ９３３，０００円

８ １，００６，０００円

９   １，０７８，０００円


